
第２節 企業の成長に向けた取組と好循環の確立に向けて 
 

前節では、今回の景気回復局面における企業収益の改善には、交易条件の改善など

の良好な外部環境の下で、企業の抑制的な投資・支出行動が影響していることを確認

した。また、投資・支出行動の背景を分析すると、投資については技術革新やグロー

バル化への対応もあって、大企業を中心にＭ＆Ａへの支出が多くなっていること、賃

金決定については、失業率の低下といったマクロ経済状況の改善がプラスに寄与して

いる反面、収益との関係性が薄れ、業種別の人手不足感も賃金上昇に直ちには結びつ

いていないことが確認された。こうした企業行動については、過剰債務の解消に主眼

が置かれた 2000 年代のデフレ期と比べれば、近年は前向きな動きがみられるものの、

収益改善の割には慎重さが引き続きみられており、日本経済全体の好循環の実現に向

けた課題がまだ残っていると考えられる。 

本節では、こうした問題意識を踏まえ、企業の成長に向けた取組の重要性について

述べる。具体的には、第１項から第３項にかけて、近年、中長期的な収益基盤の拡大

に取り組んでいる産業に焦点を当て、①新たな需要の取り込みや成長分野への取組の

状況、②インバウンド消費の増加による好影響、③グローバル化の進展を踏まえた海

外で稼ぐ力の強化、といった企業の取組を紹介する。 

 

１ 新たな需要の取り込みや成長分野への取組の状況 
 

企業収益が過去最高水準にある要因の一つとしては、もともと日本が強みを持って

いる伝統的な分野における収益の改善だけでなく、近年、新たな成長分野において収

益機会が拡大してきていることも影響している。具体的には、モノのインターネット

化（ＩｏＴ：Internet of Things）やビッグデータの活用の拡大といった情報通信技

術のさらなる進化、インターネット販売などの電子商取引の拡大、自動車産業におけ

る運転支援技術の進展やハイブリッド車・電気自動車等の開発・生産といった環境対

応への動き、高齢化が進む中での健康志向の高まりなど、技術革新やライフスタイル

の変化等を反映した新たな需要が増加している。本項では、こうした成長分野に関連

する産業に焦点を当て、それらの業種において、企業が新たな需要の取り込みや成長

分野への取組を行うことで、収益基盤の拡大を図っていることを確認する。 

具体的には、①世界的な半導体市場の拡大を受けた情報通信機械器具製造業や生産

用機械器具製造業の動向、②ハイブリッド車や電気自動車などに用いられるリチウム

イオン蓄電池の部材需要の拡大を受けた化学工業の動向、③健康志向の高まりを受け

た食料品製造業の動向、④電子商取引の拡大を受けた運輸業の動向、の４点を述べる。 
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（半導体関連製造業は、世界的な半導体市場の拡大により高収益） 
第一に、世界的な半導体市場の拡大を受けた情報通信機械器具製造業や生産用機械

器具製造業の動向を確認する。半導体等の電子部品・デバイスを含む「情報通信機械」

と、これらの部品を製造する半導体等製造装置を含む「生産用機械」の製造業につい

て、経常利益の動向をみると、増益傾向で推移している（第３－２－１図（１））。こ

の背景には、スマートフォンやデータセンター、車載向けの半導体をはじめとする電

子部品・デバイスの需要が好調であることや、それらを製造するための半導体等製造

装置の需要も旺盛であることが挙げられる。 

半導体等の種類や用途は多岐に亘るが、近年、ＩｏＴやビッグデータ、人工知能な

どといった新規技術の活用が進展する中、機械が状況変化を検知しデータ情報に置き

換えるための機器であるセンサーの市場規模が世界的に拡大している（第３－２－１

図（２））。センサーの使用用途をみると、スマートフォン向けが大半を占める中、車

載向けの割合も相応に高いことがわかる（第３－２－１図（３））。 

この点、自動車産業では、衝突回避などの安全技術の導入や、電気自動車をはじめ

とする環境対応車の開発・生産を進めているところであり、今後も車載向け半導体や

その製造装置の市場規模は相応に拡大していくことが見込まれる。 

 

第３－２－１図 半導体市場の拡大と情報通信機械・生産用機械器具製造業 

半導体関連製造業は、世界的な半導体市場の拡大により高収益 

（１）半導体関連製造業の経常利益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

2012 13 14 15 16 17

情報通信機械器具製造業
（兆円）

（年度）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

2012 13 14 15 16 17

生産用機械器具製造業

（兆円）

（年度）

- 149 -



（２）センサーの出荷金額（世界全体） （３）センサー出荷の需要部門別構成比（2015年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（化学工業は、リチウムイオン蓄電池などの部材需要の取り込みを企図） 
第二に、ハイブリッド車や電気自動車などに用いられるリチウムイオン蓄電池の部

材需要の拡大を受けた化学工業の動向を確認する。化学工業の経常利益をみると、増

益傾向で推移している（第３－２－２図（１））。化学工業の付加価値の内訳をみる

と、医薬品に次いで、有機化学工業製品や無機化学工業製品が大きな割合を占めてい

る 17（第３－２－２図（２））。有機化学工業製品や無機化学工業製品には様々な種類

の素材が含まれるが 18、その中でもリチウムイオン蓄電池の部材に利用される素材 19

が相応に多く含まれているとみられる。 

実際、リチウムイオン蓄電池の部材の世界市場は近年拡大しており、今後の数年間

で、直近の２倍近くの成長が見込まれている（第３－２－２図（３））。この背景には、

ハイブリッド車や電気自動車をはじめ、リチウムイオン蓄電池を活用する環境対応車

の開発や生産拡大が見込まれていることが挙げられる（第３－２－２図（４））。 

我が国の化学工業の企業をみると、これらの部材の生産において足下で高いシェア

を占めており、国際競争力が高いことがわかる（第３－２－２図（５））。また、新た

な需要を取り込むべく、生産能力増強に向けた設備投資を積極化していることもうか

がえる（第３－２－２図（６））。 

                                              
17 このほか、化粧品についても、近年、訪日外国人によるインバウンド消費の拡大を背景に、生
産や輸出が増加基調にあり、化学工業を下支えしている（詳細は、後述の第２項を参照）。 
18 例えば、有機化学工業製品ではプラスチックや有機顔料、無機化学工業製品では圧縮ガス・液
化ガスや無機顔料の付加価値額が大きい。 
19 リチウムイオン蓄電池は、主に、正極材（無機化学工業製品）、負極材（黒鉛などの窯業製品）、
電解液（無機化学工業製品）、セパレータ（有機化学工業製品）で構成される。 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2009 10 11 12 13 14 15

（兆円）

（年）

スマートフォン、 
通信用 
56％ 

自動車・交通用 
15％ 

ＡＶ機器用 
6％ 

ＦＡ・産業用 
5％ 

その他 
18％ 

（備考）１．財務省「法人企業統計年報」、「法人企業統計季報」、ＪＥＩＴＡ「ＪＥＩＴＡセンサ・グローバル状況 

調査 2016」により作成。 

２．（１）の 2017 年度は、下期の経常利益が前年度（2016 年度）の下期実績と同額となると仮定したもの。 
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第３－２－２図 リチウムイオン蓄電池と化学工業 

化学工業は、リチウムイオン蓄電池などの部材需要の取り込みを企図 

（１）化学工業の経常利益 （２）化学工業の付加価値額の業種別構成（2015年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）リチウムイオン蓄電池部材の世界出荷金額 （４）動力源別の自動車販売の予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）リチウムイオン蓄電池部材の生産における 

日本メーカーの世界シェア（2015 年度） 

（６）化学工業の設備投資額 
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（備考）１．財務省「法人企業統計年報」、「法人企業統計季報」、総務省・経済産業省「平成２８年経済センサス-活動 

調査」、矢野経済研究所「2017 年版 車載用リチウムイオン電池市場の現状と将来展望」、ＩＥＡ「Energy  

Technology Perspectives 2012」、日本エコノミックセンター「リチウムイオン電池市場の実態と将来展望」、 

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。 

２．（１）の 2017 年度は、下期の経常利益が前年度（2016 年度）の下期実績と同額となると仮定したもの。 

３．（２）の点線は、プラスチック及びその他の無機化学工業製品の付加価値額に相当する部分を図示したもの。 

４．（４）は、動力源別の自動車販売台数のシェア。 

５．（６）は、設備投資額（含む土地投資額）。2017 年度の値は、日銀短観 12 月調査における見込み額に過去の 

実現率を乗じたもの。 
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（食料品製造業は、健康志向の高まりを受けて、設備投資や研究開発を積極化） 
第三に、健康志向の高まりを受けた食料品製造業の動向を確認する。食料品製造業

の経常利益は、増益傾向で推移している（第３－２－３図（１））。食料品製造業の付

加価値の内訳をみると、パン・菓子に次いで、畜産食料品が大きな割合を占めており、

中でも乳製品がそのうちの３割弱を占めている（第３－２－３図（２））。 

乳製品の市場規模を確認するために、乳酸菌を配合する食品の国内市場の動向調査

をみると、近年拡大を続けており、今後もこれまでのペースを保つかたちでの拡大が

見込まれている（第３－２－３図（３））。この背景には、消費者の健康志向の高まり

に加え、商品の機能性に関する情報提供を後押しする政策 20の奏功があると考えられ

る。実際、新たに導入された「機能性表示食品」制度に基づく届出の件数は、顕著に

増加しており、市場規模も拡大している（第３－２－３図（４）、（５））。こうした動

向を踏まえ、乳製品製造業の企業は、設備投資や研究開発を積極化していることがう

かがえる（第３－２－３図（６））。 

 

第３－２－３図 健康志向の高まりと食料品製造業 

食料品製造業は、健康志向の高まりを受けて、設備投資や研究開発を積極化 

（１）食料品製造業の経常利益 （２）食料品製造業の付加価値額の業種別構成（2015年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              
20 機能性を表示することができる食品は、これまで国が個別に許可した「特定保健用食品」（トク
ホ）と、国の規格基準に適合した「栄養機能食品」に限られていたが、機能性を分かりやすく表
示した商品の選択肢を増やし、消費者がそうした商品の正しい情報を得て選択できるよう、2015
年４月に「機能性表示食品」制度が新たに導入された。この制度では、販売前に安全性および機

能性の根拠に関する情報などを消費者庁に届け出ることで、事業者の責任において、科学的根拠
に基づいた機能性の表示が可能となる。 
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（３）乳酸菌を配合する食品の市場規模 （４）機能性表示食品の届出件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）機能性表示食品の市場規模 （６）乳製品製造業の設備投資額と研究開発費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（運輸業では、電子商取引の増加による市場規模の拡大が見込まれる） 
第四に、インターネットを通じたモノやサービスの取引（電子商取引）の拡大を受

けた運輸業の動向を確認する。運輸業の経常利益をみると、増益傾向で推移している

（第３－２－４図（１））。この背景としては、近年の技術革新により様々な商品がイ

ンターネット経由で購入できるようになり、通信販売の需要が高まったことが考えら

れる 21。実際、我が国の電子商取引の動向をみると、市場規模は近年拡大を続けてお

り、これに歩調を合わせて、運送業の配送個数も近年急速に増加している（第３－２

                                              
21 このほか、訪日外国人の趨勢的な増加を理由に、鉄道などの交通量が増加していることも、運
輸業の増益に寄与していると考えられる（詳細は、後述の第２項を参照）。 
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調査」、富士経済「Ｈ・Ｂフーズマーケティング便覧 2016」、「Ｈ・Ｂフーズマーケティング便覧 2017」、 

消費者庁「機能性表示食品の届出情報」、農林水産省「食品産業企業設備投資動向調査」により作成。 

２．（１）の 2017 年度は、下期の経常利益が前年度（2016 年度）の下期実績と同額となると仮定したもの。 

３．（４）の 2017 年について、実線は１月～９月までの累計、点線は現在のペースで届出がなされると仮定した 
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－４図（２））。また、今後の市場予測をみても、我が国のみならず、世界的にも、電

子商取引の規模が拡大することが見込まれており、運輸業の収益にも一定の寄与があ

るものと考えられる（第３－２－４図（３）、（４））。 

 

第３－２－４図 電子商取引と運輸業 

運輸業では、電子商取引の増加による市場規模の拡大が見込まれる 

（１）運輸業の経常利益 （２）電子商取引売上高と宅配便取扱個数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）世界の電子商取引売上高の動向 （４）各国の電子商取引売上高（2016 年） 
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（備考）１．財務省「法人企業統計年報」、「法人企業統計季報」、経済産業省「電子商取引に関する市場調査」、国土交通省 

「宅配便取扱実績について」、eMarketer「Worldwide Retail and Ecommerce Sales: eMarketer's Estimates for  

2016-2021」により作成。 

２．（１）の 2017 年度は、下期の経常利益が前年度（2016 年度）の下期実績と同額となると仮定したもの。 

３．（２）の電子商取引売上高は、物販系のほか、サービス系、デジタル系を含む。 

４．（２）の電子商取引売上高は暦年、宅配便取扱個数は年度の値。 

５．（３）および（４）の電子商取引売上高は、物販系、サービス系を含み、旅行関連とイベントチケットを含まない。 

- 154 -



２ インバウンド消費の増加による好影響 
 

近年、訪日外国人数が堅調に増加し、インバウンド消費が拡大していることも、企

業収益の改善に相応に影響しているとみられる。本項では、最近の訪日外国人数や一

人当たり消費額の動向を概観した後、インバウンド消費による好影響がみられる業種

の動向を整理する。具体的には、化学工業（主に化粧品）の生産・輸出の動向と、運

輸業（主に鉄道、航空等の旅客輸送）の動向について述べる。 

 

（訪日外国人数は堅調に増加、一人当たり消費額は横ばいで推移） 
まず、訪日外国人数の近年の動向をみると、中国、韓国、台湾などアジア地域から

の入国者を中心に、増加傾向が続いている（第３－２－５図（１））。この背景として

は、震災直後の落ち込みからの回復、アジアにおける中間所得者層の増加、ＬＣＣ就

航やビザ発給要件の緩和といった要因が複合的に影響しているとみられる 22。また、

最近では、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据えた観

光客誘致政策にも支えられているものと考えられる。 

こうした中、訪日外国人の日本滞在中の一人当たり消費額をみると、おおむね横ば

い圏内の動きとなっている（第３－２－５図（２））。これは、訪日外国人数全体は増

加しているものの、中国からの入国者の一人当たり消費額が低下していることに加え、

平均的に消費額が少ない韓国や台湾からの入国者数の伸びが上回ってきていること

が影響していると考えられる。 

 

第３－２－５図 訪日外国人数と一人当たり消費額 

訪日外国人数は堅調に増加、一人当たり消費額は横ばいで推移 

（１）地域別の訪日外国人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              
22 米良・倉知・尾崎（2013）を参照。 
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（２）地域別の一人当たり消費額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（化粧品のインバウンド消費拡大により、化学工業の生産・輸出が増加） 
訪日外国人によるインバウンド消費は、宿泊料金、飲食費、買い物代、交通費、娯

楽サービス費などに大別される。このうち、買い物代の動向について、訪日外国人に

対するアンケート調査を確認すると、来日時に購入した商品のうち最も満足したもの

として「化粧品・香水」を挙げる割合が高く、その理由としては、「品質の良さ」や

「日本製であること」等があることがわかる（第３－２－６図（１）、（２））。また、

訪日外国人の化粧品・香水に対する再購買意向が高いというアンケート調査もあり、

こうしたことから、訪日時に購入したことをきっかけに帰国後も電子商取引等を通じ

て日本製品の購入を継続している可能性が考えられる 23。 

実際、「化粧品・香水」のインバウンド消費額をみると、近年顕著に増加しており、

それに連動するように化粧品の出荷額と輸出額も増加している（第３－２－６図

（３））。こうした化粧品の好調さにけん引され、我が国の化学工業の生産は、近年増

加基調にある（第３－２－６図（４））。 

ここで、化粧品のインバウンド消費と輸出の関係について、2014 年から 2016 年に

かけてのインバウンド消費額の増加率と日本からの輸出金額の増加率を国別にみる

と、インバウンド消費の増加率が高い国ほど、輸出の増加率が高くなっていることが

わかる（第３－２－６図（５））。特に中国、香港等のアジア地域において、インバウ

ンド消費、輸出ともに高い伸びとなっている。 

                                              
23 詳細については、高木（2017）を参照。 
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（備考）１．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）、観光庁「訪日外国人消費動向調査」により作成。 

２．（１）は内閣府による季節調整値。 

３．（２）の「欧州」については、データ制約のため、2014 年は英国、ドイツ、フランス、2015 年～17 年は 

英国、ドイツ、フランス、イタリア、スペインの一人当たり消費額を、各国の訪日外国人数で加重平均 

して作成。 
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第３－２－６図 化粧品のインバウンド消費と化学工業 

化粧品のインバウンド消費拡大により、化学工業の生産・輸出が増加 

（１）来日時に購入して最も満足した商品（2016年） （２）化粧品・香水に満足した理由（2016 年） 
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（備考）１．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）、観光庁「訪日外国人消費動向調査」、経済産業省「生産動態統計」、「鉱工業 

指数」、財務省「貿易統計」により作成。 

２．（３）について、インバウンド消費額は「化粧品・香水」の単価に購入率及び訪日外国人数を乗じたもの、 

出荷は生産動態統計の「化粧品」の出荷金額、輸出は概況品の「化粧品」の輸出金額（いずれも、2017 年に 

ついては、公表済系列を用いた年率換算値）。 

３．（４）については、医薬品を除くベース。その他には、化学肥料や塗料・印刷インキ等が含まれる。 

４．（５）は、訪日外国人消費動向調査で化粧品・香水の購入動向を確認できる国のうち、2016 年の化粧品輸出 

金額が大きい 15 か国をプロットしたもの。インバウンド消費額及び輸出金額の算出方法は、（３）と同様。 
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（訪日外国人の交通費消費額は、鉄道を中心に増加傾向） 
訪日外国人が国内交通手段を用いて観光地間を移動することにより、鉄道や国内航

空等の運輸業にも相応の好影響がみられる。 

訪日外国人の交通費消費額を移動手段別にみると、鉄道を中心に増加している（第

３－２－７図（１））。ここで、我が国の鉄道輸送動向の内訳をみると、ＪＲ、特に新

幹線の輸送人キロが堅調に増加している（第３－２－７図（２））。さらに、新幹線の

輸送動向を仔細にみると、足下では東海道線の輸送人キロの伸びが顕著であることが

わかる（第３－２－７図（３））。このことから、訪日外国人が、東京、大阪などの主

要都市に入国した後、二次交通として東海道新幹線を利用し、入国した主要都市以外

の観光地にも移動していることがうかがえる。こうした動向を受けて、大手鉄道会社

の鉄道事業の売上は堅調に増加している（第３－２－７図（４））。 

 

第３－２－７図 インバウンドの運輸業への影響 

訪日外国人の交通費消費額は、鉄道を中心に増加傾向 

（１）訪日外国人の交通費消費額の内訳 （２）鉄道輸送（輸送人キロ）の動向 
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（３）新幹線による輸送動向（輸送人キロ） （４）大手鉄道会社の鉄道事業の売上動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 海外で稼ぐ力の強化 
 

我が国企業は、世界的に需要が高まっている情報関連財や資本財において、輸出競

争力の高い財を生産しているほか、グローバル化の進展を踏まえ海外進出を積極化す

るなど、海外で稼ぐ力を強化し、収益基盤を拡大している。本項では、こうした企業

の動向について述べる。 

 

（積極的な海外進出により、海外需要を取り込み） 
経済のグローバル化の進展を踏まえ、我が国の企業は競争力と成長力の強化に向け

て、増大する海外需要を海外進出というかたちで取り込んでいる。企業の海外進出の

度合いをみる代表的な指標として、海外現地法人企業数や海外売上高比率をみると、

輸送機械や電気機械、一般機械といった製造業だけでなく、商社をはじめとする卸売

（備考）１．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）、観光庁「訪日外国人消費動向調査」、国土交通省「鉄道輸送統計 

調査」、日本民営鉄道協会、鉄道各社の有価証券報告書により作成。 

２．（１）は、各交通手段の単価に購入率及び訪日外国人数を乗じて算出（2017 年の値は公表済系列 

を用いた年率換算値）。なお、2014 年の「鉄道（新幹線含む）」には、Japan Rail Pass の金額 

が含まれている。 

３．（２）および（３）は、定期券利用外の値。 

４．（４）について、ＪＲ３社（ＪＲ東日本、ＪＲ東海、ＪＲ西日本）の数値は、各社の有価証券 

報告書、大手私鉄 16 社の数値は日本民営鉄道協会により作成（大手私鉄 16 社は以下のとおり： 

東武、西武、京成、京王、小田急、東急、京急、東京メトロ、相鉄、名鉄、近鉄、南海、京阪、 

阪急、阪神、西鉄）。 
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業、運輸業、情報通信業といった非製造業も、着実に増加していることがわかる 24（第

３－２－８図）。 

 

第３－２－８図 日本企業の海外現地法人企業数と海外売上高比率 

積極的な海外進出により、海外需要を取り込み 
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24 なお、海外現地法人の売上高は、付加価値に対して売上高が相対的に大きい業種（例えば卸売
業）の構成比変化などによって企業の海外進出の実態を歪めて映し出してしまう可能性があるが、

海外現地法人企業数でみても、製造業の進出ペースは引き続き堅調であるほか、非製造業では、
近年の進出ペースの高まりがむしろ明確に観察される。 
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４．海外売上高比率＝海外現地法人売上高／（海外現地法人売上高＋国内法人売上高）×100 で算出。 

- 160 -



（情報関連財や資本財を中心とする競争力の高い財を輸出） 
また、我が国企業は、日本国内で生産して輸出する財についても、情報関連財や資

本財を中心に高い競争力を有している。 

輸出の競争力を測る指標としては、大別すると、価格競争力と非価格競争力（品質、

販売力等）の２つに区別されるが、価格競争力は為替変動によっても大きく影響を受

けるため、一国経済の「輸出競争力」を総合的に判断することは難しい。ここでは、

そうした限界を認識しつつ、「輸出競争力」を反映する指標として、顕示比較優位（Ｒ

ＣＡ：revealed comparative advantage）指数を用いて分析する。ＲＣＡ指数は、あ

る財について、当該国の輸出総額に占めるシェアを分子に、世界全体の輸出総額に占

めるシェアを分母にした指数である。ＲＣＡ指数が１を上回っている場合、当該国の

シェアが世界平均より高いことを意味するため、当該国がその品目について比較優位

を持っていると解釈される 25。 

この指数を用いて、日本からの輸出金額が大きい輸送機械、一般機械、電気機械に

ついて比較優位の程度を確認すると、輸送機械や一般機械では、特に最終財において、

我が国は比較優位を有しており、その程度が他国と比べても高いことが確認できる 26

（第３－２－９図（１）、（２））。また、電気機械をみると、全体的に比較優位の程度

が低下しており、特に最終財では他国より低くなっているものの、中間財では相対的

に高い競争力を維持していることがわかる（第３－２－９図（３）） 27。 

 

第３－２－９図 日本の比較優位（顕示比較優位指数） 

情報関連財や資本財を中心とする競争力の高い財を輸出 
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25 加藤・永沼（2013）を参照。 
26 一般機械の最終財には、半導体等製造装置などの生産用機械が含まれる。 
27 電気機械の中間財には、半導体等の電子部品・デバイスが含まれる。 
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（２）一般機械 
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（対外直接投資の増加により、対外収益率も高まっている） 
さらに、我が国企業の対外直接投資の動向をみると、残高の増加とともに、収益率

も上昇してきている（第３－２－10 図（１）、（２））。地域別にみると、北米に次いで

アジア向けの投資残高が多く、収益率ではアジア向けが最も高くなっている。こうし

たアジア向けの直接投資の動向を業種別にみると、製造業では輸送機械、電気機械、

化学・医薬などを中心に、非製造業では金融・保険や卸・小売を中心に、増加してい

ることがわかる（第３－２－10 図（３））。この背景としては、アジアの特に新興国に

おいて、交通輸送やエネルギー供給、通信手段といった基幹インフラに対する潜在的

な需要が多く存在していることが挙げられ、こうした潜在需要に対して、都市の高度

化や環境・省エネ対策、ファクトリー・オートメーション化など、我が国が長年培っ

てきた技術とノウハウを活かせる機会が相応に存在するとみられる。 
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（備考）１．独立行政法人経済産業研究所「RIETI-TID 2015」により作成。 

２．顕示比較優位（ＲＣＡ）指数＝（j 国の i 財輸出/j 国の総輸出）/（世界の i 財輸出/世界の総輸出）。 
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こうした取組は、新興国を中心に海外経済が高い成長を遂げている以上、「空洞化」

としてネガティブに捉えることは、必ずしも適当ではない。国際分業体制のもと、海

外において加工・組立の量産拠点を拡張する一方、国内からの中間品輸出を増加させ、

より収益力の高い研究開発分野を強化していくことは、わが国の実質ＧＤＰの底上げ

に繋がり得る 28。また、企業部門に蓄積した余剰資金が、より高いリターンを生む国

への投資に向かい、これが利子や配当というかたちで国内に還元されれば、実質ＧＤ

Ｐ（国内総生産）の伸びには直接貢献しないものの、実質ＧＮＩ（国民総所得）の伸

びに寄与する。 

なお、我が国の対外直接投資の動向を欧米と比較すると、残高および収益の対ＧＤ

Ｐ比率は、他国対比で低い水準にあり、投資残高の増加や収益性の向上の余地が相応

に残されていることが示唆される（第３－２－10 図（４））。 

 

第３－２－10 図 日本の対外直接投資 

対外直接投資の増加により、対外収益率も高まっている 

（１）対外直接投資残高 （２）対外直接投資収益率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              
28 近藤・中浜・一瀬（2014）は、日本の上場企業のマイクロデータを用いて、海外進出の程度を
収益率や企業価値に回帰したパネル推計や、国内・海外部門の補完性（一方の事業がもう一方の
事業の収益性を向上させる効果）を明示的に考慮した利潤関数の推計を行い、①企業が海外進出
の程度を高めることは連結ベースの収益力や企業価値にプラスの効果を与えていること、②企業

の海外事業と国内事業の間には補完的な関係があり、国内事業を維持しつつ海外事業を拡大させ
ることで、より高い収益性を得ることができる、と主張している。 
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（３）アジア向け対外直接投資残高（業種別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）対外直接投資の国際比較  
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（備考）１．財務省・日本銀行「国際収支統計」、ＩＭＦ「Balance of Payments Statistics」により作成。 

２．対外直接投資収益率＝直接投資収益／直接投資残高の期首期末平均で算出。 
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